（様式第４号）

実践型地域雇用創造事業関連融資対象事業者補足票
平成　　年　　月　　日
　　殿
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名称及び代表者の氏名　　　　　　　　　　
実践型地域雇用創造事業関連融資利子補給金を伴う融資を受ける事業者として推薦を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
１．指定事業（工事）の概要
（１）事業名（工事名）
（２）事業期間（工事期間）
（３）事業費（工事費）　　　　　　　　　　円
（４）借入を予定する指定金融機関の名称及び当該指定金融機関からの借入予定額
　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２．事業者の概要
（１）主要事業の内容
（２）法人等設立年月日
（３）所在地
（４）資本金
（５）主要株主及び持株比率
（６）従業員数
（７）工場等の名称及び所在地
（８）年間総売上高
３．指定事業（工事）の内容
	事業（工事）所在地
	

	事業（工事）の目的
	

	
	
	対象事業項目
	借入金利

	事業（工事）内容
	

	実践型地域雇用創造事業との関連
	

	雇用増加予定人数
 
その他特記事項
（融資予定時期等）
	


注　地方公共団体の利子補給金制度及び融資制度を利用する場合、「その他特記事項」欄に制度の概要、利用する制度に係る融資額、利子補給率（利子補給金に限る。）を記載すること。
４．資金計画（単位：千円）
	区分
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	合計

	事業費（工事費） 計
	
	
	
	
	
	

	事業費内
訳
※例

	土地取得費
	
	
	
	
	
	

	
	建物
	
	
	
	
	
	

	
	機械装置
	
	
	
	
	
	

	
	その他
注 各項目ごとに行を
追加してください。
	
	
	
	
	
	

	財源計
	
	
	
	
	
	

	財源内訳
※例

	指定金融機関
計
	
	
	
	
	
	

	
	
	うち○○銀行
	
	
	
	
	
	

	
	
	うち○○信用金庫
	
	
	
	
	
	

	
	その他
民間金融機関
	
	
	
	
	
	

	
	政府系金融機関
	
	
	
	
	
	

	
	補助金等（国）
	
	
	
	
	
	

	
	補助金等
（地方公共団体）
	
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	
	
	
	


注１　会計年度については、国の会計年度（４月～３月）ごとに記載すること。

注２　地方公共団体の利子補給金制度を利用する場合、財源内訳に当該利子補給金に係る借入額を（　）内数で記載すること。また、地方公共団体の融資制度を利用する場合、財源内訳に融資制度を利用する融資額を［　］内数で記載すること。
注３　適宜行追加・削除をすること。
５．添付書類

　　事業所台帳全記録照会

注　添付できない場合は、理由を記載すること。
